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北部上北広域事務組合 康員数“(H13 4 1現 在)

野辺地町、横浜町、六ヶ所村
1 いう。以下同 じ。)

は、 「団体名ど欄に一部事務網合等の名称を記歳し、 「構成団体名」網にその構成団体名を列83すること。
2 「 職員数」榔には、当該事業に従事する全磯員数を配載すること。

2 財 政指標等

なお、財政力指幾、実質公債費比率及び窪常収支比率は、当彦事業の経営主体である地方公共団体の数値を
観弱し、当該事業が一部事務組合等により経営されている場合は、その構成団体の各数値を加重平均したも
のを83載すること。 (ただし、1日資金運用部長金及び旧簡易生命保険資金について対象としない財政力10

以上のE3体の区分については構成団体の中で最もない財政力指数を記釜すること。)

別紙第3号書式

公的資金補償金免除繰上償違に係る公営企業経営健全化計画

I 基 本的事項

1 事 業の概要 特別会計名 !北部上北広域事務組合病院事業会計

注 1 「新法による 合併予 」とは、市町村の合併の特例年に関する法律 (平成1

算59号)第 2盗第2項に規定する合併市町村及び同条第1項に規定する市町村の合併をしようとする市町
村で地方自お法 (昭和22年法律算67号)算 7条第7項の規定による告示のあったものをいう。

2 「 旧まによる合併市町村Jと は、市町村の合併の特例に関する法律 (昭和40年法律葺6号)第 2条第2
項に規定する合併市町村 (平成7年 4月 1日以後に同条第打演に規定する市町村の合併により設置された
ものに限る。)を いう。

3 □ にレを付けた上で内容を記敏すること。

4 公 営企業経営健全化計画の基本方針等

資本宝! l l 5鴨 ( m 8 ) 公営企業債現在百 (百万円) 2,067 (H13)

果積欠損金  |ほ 万円) 2,520(M9 利と裏余登又は嶺立金 (ど万円, 0(H18)

不良1嚇 ||(古 方向). 0(‖ 18) 0 253 (Ⅲ18)

0(H18) 実軸 浅f庄幕午 (961 92(H19)

【支比率栄 (96) 3 4 6 ( H 1 8 )

注 平 成17年度 (又は平虚13年度)

3 合 併市町村等における公営企業の統合等の内容

区 分 内 容

計 画 名 公立野辺地病院経営健全化計画

計 画 期 間 平成19年度から平成23年度まで

計画策定責任者 管理者 亀 田 道 隆

既存 S t口との関係 集中改革プラン (H17年度～平成21年度)

公 表 の 方 法 等 ホームページ、各構成町村の掲示板にて掲示する。 (議会説明予定)

基 本 方 針 〇当院の医療の役割と機能を明確にし、効率的な医療の提供を目指
す
O職 員配置の適正化に取り組む
O創 意工夫をこらし徹底 した収入の拡大を図り、費用についても経費
節減や効率化に努める

差 計 画期間については、原則として平成19年度から23年度までの5か 年とすること。



基本的事項 (つづ吉)

繰上憤還希望頼等

日の金利動向に応 じて軍出 された予定額であり 各 地方公共団体の所在地を管確 とする財務省財務局 財 務事務所に予め相隷 観 聾の上 確

錫 した編住金負隣 (夏基)額 を記入す ること。

6 平 成19年 度末における年利59t以上の地方債現在高の状況

【日資金運用部資金】

区   分 年利 5%以 上 6晴 未満 年利 6%以 上 7%ネ 溝 年利 7%以 上 合  IT

旧 資 金 違 用 部 資 金
L上住違希望額 520 4

補償金 免 除速 6 136 4

旧摘 易生 命保 険資 金 ‐繰上使遠希望極

公営 企 秦 金 融 公 序 主盗 線上確逮争望寝

の て

事業債名
年利 5 9tj以上 6%ネ 済
(平成21年度末残高,

年利 6%以 上 79t未 芳
て平成20年度末残高)

年利 73t以 上
(平成19年度末残高)

合   計

公
営
企
業
債

病院増改築事業 C 330 199 330 199

病院増改姿事業 (設計) 44 120 44 120

病院増改築事業 (第1期エ 437 698 437 698

看 ;茶 33 547 38 547

Ａ
一 計 (内 330 199 181 813 38 547 850 564

Ｘ

■

記

の
う

ち

一
般

会

計

食

壇

分

（
再
馬

）

病院増改築事業 (第2期)

病院増破崇事業 (設計)

病院増改築事業 (第1期工事)

看護婦宿舎建設事業

計

公営企業で負担するもの (ゆ (5) 330 199 ,31 018 38 547 850 564

〔旧簡易生命保険資金】

法 1

2

【公営企業金融公庫資金】

地方賃計画の区分 ごとに記入することめ

必霊に応 じて行を追加 して記入すること。

事業債名 年利 5%以 上 6%未 お
(平成20年度9月期残高)

年和 6 St以上 796未 満
(平成20年度3月期残ゆ

年利 796以 上

(平成19年度末残高) 合  計

公
営
企
業
債

本
一 計 (ゆ

小磐笙

3暑ニ
計

公営企業で負担するもの (A)(3)



I 財 務状況の分析

区  分 内 容

財 務 上 の 特 消
当院は、北部上北地域で唯一、取急病院の指定を受けていること、

また、へき地医療拠点病院にも指定されていることから、救急医療や
へき地医療など経営面においては、厳 しい部門を担つている。

近年の医師不足により、産婦人科、小児科、脳神経外科の常勤医師
が相次いで不在 となり、患者の入院対応ができなくなつたことから、
経営面でも大きな影響を受けている。

産婦人科医師   平 成17年4月から常勤医不在
小児科医師    平 成18年5月から常勤医不在

・脳神経外科医師  平 成19年9月から常勤医不在

O一 般病床 180床   療 養病床 48床   合 計228床

0内 科、小児科、外科、皮膚科、整形外科、産婦人科、耳阜咽帳科、
眼科、脳神経外科、泌尿器科、歯科口腔非科、精神科の計12診療科

O患 岩数
H18     い 17      比 較

入院患者数   62,1,3人     65,976人    △ 3.858人

外来患者数   130,041人    140,378人   △ 10,337人

経 営 課 題
医師確保について

医療サー ビスの向上はもとより、経営も面からも医師の確保が緊急課題
である。

病検再編 病 棟削減について

最近の患者動向等を見極めながら、一般病床 療ヽ養病床合わせた効率的
な病床数、さらには病棟編成の見直 しが必要である。

看護師の確保について

収益の確保のため、看護基準の見直 し (10対1から7対1への変更)を 図

る必要がある。

維持管理費等の節減について

業務委託の更なる見直 しや、薬品、診療材料等の安価な購入について一

層の工夫を凝 らし、経費の節減を図る必要がある。

人件費の削減について

職員の給与費比率が全国平均よりも高いため、医師、看護師以外の退職

者については、原則不補充とし人件費の抑制を図ることが必要である。

留 意 事 項

注 1 「 財務上の特徴」縮は、事業環境や地域特性宰を踏まえて記載すること。また、経営指標争につ

いて経年推移や窺似団体との水準比較などを行い、各自工夫の上説明すること。

2 「 経営課題」桐は、料金水準の適正化、資産の有効活用、給与水準 定 員管理の適正合理化、維

持管理費等サービス供給コス トの前減合理化、資本投下の抑制 民 間的経営手法等の導入奪、団体

が認識する経営上の課題について、優先度の高いものから順に記載する。また、経営課題と秘識す

る理由を窺似団体等との比較を支えながら具体的に説明すること。

3 「 留意事項」欄は、 「経営課題」で取り上げた項目の他に 経 営に当たつて補定すべき事項を記

載すること。

4 必 要に応じて行を追加して記入すること。



lE 今後の経営状況の見通し (①法適用企業)
(1)収 益的収貫 資 本的収支

年 産
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平成 4ヽ年 度 平成15年度 平成lS年度 平成17年に

収

査

的

収

三

収

益

的

策 収 養 ( ′

金 収

駈 工 子 収

の

集    タ 収

( 1 ) 編
配
に

収

入 (2)

入

収

1 医      薬      舞

(1)職    良

信
与

ネ

礎  手   営

益

的

支

出

( 2 0   材     栄

の

E ち 審 最 岩

そ の 他

価 ほ 麺 ヨ

2 こ    撲    男 費    用

弘 利 渇

他

戯 ]

時 損     韮  (cX,)(〔

利 益

損 失

別 損      差  (Dく 6)
又 は 親 鎮 失 )  ( E

4003"
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(3)経 営指標等 (単位int)

平成 14年 度

館 胡5年度)

( 単 臣 〕

半 展 15年 屋

(al回静4年度)

r 草 官 ヽ

平成,6年匠
1計画前3年度|

て業 笙 う

平 茂 17年度

研 画税々年度)

( 決 室 )

平成,3年度

い 隠前年度)

て決 要 見 込 :

平成18年度

(所画初年回
平成20年度
〔rl醇 2社 )

軍屁 21年 匿

(計画瞬0年度)

平膨 2年 屋

(計画第年 度5

半 腰 3年 屋

(貯顧第5年 度)

資金不足比率          (%)(再 52 57 St

料金 回収草
X          (%

(96) 9S2 970 0こ3 375

用 ) (9D) 392 070 950 975

%) 955

累積欠損全比率(法適用)    (%)(再 723 727 ,99 1611 1185 1135 1173 1,94

収走的収支と亭〈ま非適用〉 %)(再

寮阜齢 苫欝P又
は  ∽ 得働 4C 52 57 Si

繰
入
金
比
率

収益的収入分 %) 7 65 58

%) 7t 7 65 58

! うち基準外繰入金    ( 9p)

, |う ち卒金取人 =lt上 すべ言銀入年 十96)

9t)

資本的収入分 973 973

973 971 973

| %)

(4〕 収支見通し策定の前提条件

i  ttta項 目 収支見通し策定に当たつての考え方 (前提条件)

1 料 金&定 の考え方、料金収入の見込み
医師の増加により 収入の増を国る。
平成20年度からは、看騒基準7封1を導入し さらこは、病床数の削減を実施し利用率を上げ、収入の確保を図る。
一般病床の入院患者の1日当たり診練収入 H1930872円 、H2033532円 1人 日ヽあたけ2860円の増の見込み。

2 他 会計総入金の見込み 他会計繰入金については 基準内での総入金額である。

3 大 規模投資の有索、登産売却年による
収入の見込み 時に、なし。

4  そ の他収支見通じ策定に当たつて前提
としたもの

晴員数については、医師の確保や看霊基準の見直しにより 年々増としている。

医師については、1名の増。
看態師については、各年度5名を採用する。

注 1 収 支見通 しを策定するに当た つて 前 理 として用いた各種正定 (前提条件)に ついて、各区分に従い、それてれその実体的な考え方を記入すること。

2 必 要に応 じて行 を追加 して記入す ること。

差 , 上 母の各指標の算出方法については 次 の とお りであること

(1)資 金不足ヒ察 (賄)

ア 地 方公皆企装患適用企業の場合=地 方財政法施行令第19条第 1項 によ り算定 した資金の不足優/(営 費収釜一受疑工事収益)X100

イ 地 方公営企業法非適用企業の将含=地 方財政法施行令軍20条第 1項 によ り算定 した資金の不足韻/(営 狭収蓋―受丘工亭収益)X100

(2)繊 収支比率 (96)=鋒 収益/搭 費用 X100

(3)経 常収支比率 (%)=経 常収主/経 常費用 文Ⅲ00

14)営業収支比率 (96)=(営 業収益―費五工軍収益)/(首 楽章用―
手注工事費用)X100

(5)黒帝欠装金比草 (Fr6)=累積欠視金/(営 業収養―受缶工手収差〉 Xう 00

(0収 益的収支比率 (勇)=総 収益/(総 力昂+地 方使憤退金)X100

0不 良使務比率 (又は赤字此軍)(%)と 不農ほ務 (又は実質赤字鯨)/(営 来収輩―隻臣工事収益)XⅢ 00

(81操入金比率 (96)=収 登的収入にRす る他会計経入金 (又は資本的収入に底する他会計機入金)/収 蓋的収入 (又は資本的収入)X100

2 上 配指相のうち 「料金回収率」は 水 道喜求 (宙身水道事業を合む) 工 禁用水連軍彙及び下水道事業 (下水道専業にあつては使用料回収軍)に ついて配慮すること

(1)水道軍宗 工 彙用水道子来に候る料金回収軍め録出方法

料金回収軍 (%)=供 給単価※1/倍 水原価※2X"00

※1供 給単面 (用/声 )=治 水収益/年 附織有収水i(工 業用水渡=業 にあつては料金寡定に係るもの)

※2格 水原価 (円/rt)=(搭 営費用―(受岳工=表 +材 料及び下用品売却原価+附 帯事業■■と筆内繰入金(水道千葉のみ)))/年 間繊有収末量 (二実用水道革業にあっては常黛算定に係るもの)

但し 簡 易水道手業については下配によるものとする。

ア 地 方公営企来法適用査黎の名合=(揺 林費用― (員江工率費+材 料及び不用品売切原価■附持事業費十基準内ほ入金+表 価債卸宝〉+企 韓債室豊金)/年 間轄有収水エ

イ 地 方公営企業忘非適用企来の場合=(継 費用― (翼経工■景■基準内繰入金)+地 方住ほ抵金)/年 冊継有収水登

0下 水道=葉 に係る使用料回収車の算出方法

使用料回収票 (%)=4E用 料収入/考 水処理や X"00



V 経 営授全化に関する施策

現 具 体 的 内 喜

 ヽ行 重整遺法を上回る肢員数の純茂や人件
費の結擦の削減

地方公憑員の購員数の経済の状況

(課題O)
O医 師確保については 県に提出(平成18年12月提出)した「医師確保等計画吾Jに基づき E師 症保に野める。

Oモ 軽基牟7対1の導入により 看護師の増員を図る
新採用予定(平成20年度 5名、平成2〕年度 5名 平成22年度 5名 平成23年度 予名)
X集 中改芸プラン  (17年 度～2,年度)駿 員数196名―磯員数 8ヽ5名

公営企業健全化計画(19年度～23年度)
医師15名 ほ景技怖員23名 看護師117名 事務員20名 ttE能労務長5名 計 185名
一  医 師,,名、屋演技術員25を 看轟師130名 車穂員20名、技能労務員5名 計 191名 となつており

零護基準7対,の導入により 膳員(岳整師)の増となつた。

(課題⑤)
O底 師 看遵師を除く他の既員は、退駿不補売とする。

給与のあり方

国家公務員のお与棒造改革を踏
まえた治与構造の見直し 地 域手
当のあり方

見Eし を国に率して実施済です。
て`は 平成15年度に給料Z%カ ットを実施。平成17年度に給粋 E6ヵットを実施.平成13年度に

ている

)では 平成10年度に,C硫カット 平成1フ年度から100%カ ット。現在も引き続き実施し

,14年度から5096カット。現在も引き続き実施している。
については 平成iフ年度から給料 94カットを実施じ平成1は4E度から給料396カットを実施。現在も引き続

)では 平成17年度10196カットを実施.現在も引き続き実施している。
カット。現在もうき続き実施している。

集中改革プランに掲 'た特殊勤務手当ての見直しについては平成22年3月末までに行うこととしている。

(集中改=ブ ラン平成17年度～平歳21年度)

今後については 構成野村との言し合いを合め、横討していく。

技能労務職員に相当する磁種に
従手する鴨員手の宿与のあり方 技能労務Aに ついては 退職者不補売である。治与貫給については 今後も日に準じて寛指する。

退聴時特昇等退職手当のあり方
退職時特別昇稔は 平成10年4月に鹿上しており 今後も実施しない。

退職手当の支袴票については 国に準じた支rFA率である。

4B利厚生手業のあり方 特になし。

2 物 件景の削減、指定管理者制度の活用宰
民間委れの推進や P,Iの 活用等

O 継 持督電費等の猫済その他経管効幸
化に向けた取組

(課題④)
平成15年度より 医薬品震者選定の工夫により薬価差缶額の増額 また 診療材料 さらには 電壊母械等の購入に当たつては、入キし与ウ加

楽看を増やすなどの工夫により、お'原 理を働かせている。

O 指 定管理者制度の活用等員問委任の

推進や PF【 の活用
特に 活用の予定なし。

W 経 営健全化に関する施策 (つづき)

項 目 具 体 的 内 害

3 コ スト年に見合つた適正な料金水準への
引上げ、売却可能箕産の処分年による出入
のは保

〔課題◎〉
平成20年度については、そ登喜幸7対1を導入し 収入の確保を図る.
平庇21年度以降については、号達基毒7対1を維持のため看登師の増員を図る。
平成:7年度から実施している外来4し学僚差については 今後 年数を増やし収入の増を図る。

O 料 金水準が書 しく低いEB体にあって
は コ ス ト等に見合った適正な料金水
準への引き上 すに向けた取組

4 経 営ほ全化や財務状況に関する情報公開
の推進と行取評価の導入

O 密 営笹全4しや財務状況に関するtr報
公 廟

情報公開については 今後 検討する。

O 行 政評価の導入 導入の予定なし。

5 そ の他
(課題④)
O病 棟再編成等については 上十三地塩自治体病院機能再編成計 g」では 「10案肖1減」する案を提出したが

現在の当院の医師数 業務二等から再震枝前し、幼■の良い病棟再編成に雰める。

注 手 上 盟 区分 には じ f]財 務状況 の分析 」の 「経皆傑 甑Jに 掲 げた各課 題 に対らす る施策 を具 体 的に配入 す ること。 その 際  ど の傑 題 1=対らす る施 宝か噺 らか とな るよ う 工 に付 した

腰題 番号 を,用 しつつ 配 入 す るこ と

そ 上 配 に虚入 した各種拒策 の うち 当 弦 取組の効 果 と して改善額の軍 出tr司能 な項 目につ いては  iV線 上債こ に伴 う経 営ま 三幼 冥Jの r年度別 目綜 等】 にその改 善額 を記 入す るこ と。

なお 当厳改善額jt対的年度とのと較により算出できない項目 (資底売却収入 工軍コスト薦滋など)については 当族改善観の算出方法も併せて上記各観に配入すること
0 必 要 には して行 を追加 して配 入す る ことこ
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経上償遺に学う経営改三促進効果
主な漢潟と取組み及び目標

課  題 取 組 み 及 び 目 標

コ 磯 員数の純減や人件費の総額め削減
平成20年度からの看歴基準7対卜の導入により 看 最師の特を見込んでいる。

新裸馬予定  (平 成20年度 5大  手 庄21年度 5人  平 FE22年度 5人  平 成23年度 5人 の計2 0名)

2 経 営効軍化や料金適正4ヒによる機種欠授金の解消等
O病 床削減により 病 床利用率の向上を図る
O格 存管理費等の播滅については 材 料費の経費削斑 【 硬器綾存の導入の見直し宰を般産し 経 費節減を図る。

OE薬 品感入単価の見直しをし 経 費節減を口る。(平成15年度から)

3 -般 会計寺からの基準外擦出 しの解消等 曇率外機出 し金については 見 込んでいない

4 そ の他
を臣と率7対 "の 導入効果について ヽ人1日あたけ入院診宴単価が2860円 の増となり 入 院収入では4tF問約,1000子 円以上の増8Rが見込まれる。

2 必 要に,じて,を担加して犯大すること

2 年 度別目標争  X次 貢以下 (1)か ら (5)ま での各事業別様式をウ考に、以下の考え方に沿つて安定すること。

(各事奈共重留意事項)

| コ 次 寅以下の各キ業別襟式ま 「年度別目凛Jを策定するに当たつて争者となるよう観示的な検式を示したものであり 2に 掲すた項目以外は必ずしも全ての項目に&入を要するものではなく 各 団体の各事業の

状況にあわせて観入可能な項目のみ記入し又は独自の取組に応じた項目を立ててヨ人することは養し支えないものであることて                                      十

2 各 事業別荏式は李考例示ではあるが 各 様式中の 「目観又は実績J tRの項目のラち 磯 員数 行 政管理搭費 (人件費 物 件費 桂 帝梅停費等)に 該当する項目堂びに緊積欠娘金比阜及び企業F現 在高は 年 度別

目標盛定にほして必須項目とされているので霧れがないよう留意すること。なお こ れらのIR Bのうち 職 員数 行 政管理経費については 各 団体(事察)の取潟柱況に応して 適 E 細 分化 (例 i聡員敏―磯程別

に区分 正 確員と題時確員とを分離計上事〉することは養し支えないこと

3 「 目根又は実績J働 の項目中 「 確員数Jに ついては 前 年度との比較によりその準差数を各年度の 「増減数」相に計上するとともに lr画 期防中の 「増減数Jの 合酢は 「It画合lt」相に掛上し 計 画前 5年 は

の 「増滋数Jの 合計は 「計口前 5年 間実強」相に計上すること。

4 f目 標又は実慨J線 の項目の見直し施策実施に係る 「改善額Jは  原 則として 当 弦見直した策妻節年度の前年度との比較により算出し そ の設書効果がその後も雄続するものとして そ の後の各年度の改善観

を14上すること,

5 4に よる 「己番蜜Jが 対前年度との比破により算出てきない項目 そ の改善効実が単年度!こ限られる項目 (資E売 コ益 工 車ヨス ト惰減等)に ついては 当 験改警霞のみ当弦見直し瓶愛の実施年度の 「改善領J

格にtI上すること。またその場合の改善額の算出方法について Vの 当接担景に係る 「具体的内書」福に併せてrt入すること。

S It画 朝間中に実施した見直し樋策にほる 「謹害観Jの 合肘については 「lt画合ll」相にtt上すること。また 計 画前 5年 間に実施した見直し施策に係る 「改善霊Jの 合ttについては 「計画前 5年 FEl要機J

計上すること。

7 「 改善額 合 計J tR及び 「Il画柿 5年 間改善額 合 計J梧 には そ れぞれの期間に係る人件表 (退職手当以外の残民給与章)そ の他改善韻を計上することが可能なものめ合計 (「計画合8t」及び 「It画莉

実績Jそ れてれの合計)を 盟入すること。その際 同 一項目に係る内景に相当するもの字を重植計上することのないよう留意すること。

…
ｉ
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に
　
　
年

編
　
　
５

S 「 (参考)補 償金免綜額」相に配入する 「角止金完験頓」とは Bt画 提出前の一定善■日の金利動向に応して軍出された予定臣 (拓使金免除(見込)霞)で あけ 1の 「5繰 上住畳行ヨ額等」に記入した

運用部資金Jの 「爆上ほ遠希望臨Jに 対応する 「鵜ほ金免除霊Jの 「合計J欄 の観を転配すること,

0 以 上の他 各 事実別様式において 観 入を求められている経営指標その他の項目等については各事業別様式の指示 (留念事項)に 従うこと.

10 必 要に応して行を追加して配入すること.

緑上佼遺に伴 う経営改革促進効実 (つづ き)

年度別 自標年

4)病 院事奏

V

2

(

区

分
目授又は実績

平成14年度

(計画前5年度)

平成 15年度

(計画F4年 度)

平江16年度
(3f画柿3毎F_F)

平成17年屋
(81画前々年度)

平lE18年 度

(計画前年度)
計画前5年間

実 績

平成,9年臣

(計画初年度)

平 成 20年 屋

(廿醐 野2年 度 )

平成21年度
(計画第3年度)

平成22年度

〈計画算4年度)

平成23年度
(rtF宮5年庁) 計画合8t

(決=) てま工) (漢車 ) (衷工 )

職
員

数

医 師

フヤ勿 夕 方レク物クを終 ″ 多 物多物物

366 斡 7 △ 162 △ 4 8 6

購負畿

顧
11, 【24 一

1 フヽ 一

看題部門購民 一

% ク ″ 忽 劣%

△ 6 △ 342 △ tヽ15

30 3ヽ 一

26 一

電長社師職員 一 一

268

その他の准民

34 34 2 4 一

歓 31 激 2 4

一

21, 282

事務職民

一 2,

2 1 一

一

△ 2 △ I

一

正 12 12 一

技能労務磁員 一

△ △ 2 △ 1 △

う034 26● i04●

一

60

計

一

一

4ユ3 歓 2 ■ 6 1644 2ユ9

E宗 取奎に対する聴貫給与■嵐合 614 6蜘



V 機 上霞還に伴うな蝕 革促進効果 (つづ吉)
2 年 度別目標専
(4)病 院事業

区

分
目様又は実績

平成14年度

(計画前5年度)昨昨
平 I11 6年 度

(計画前 3毎 産 ) 種毎瑚輸
子成18年度

て計画前年庫)
計画前5年間

実 括

平成19年度

齢 面紛卓rF)

平成20年度
(■l画算2年度)

半危2 1年屋

(滸画舞0年度)

平成22年屋

(計画算4年度)

平成23年度

(計画第5年度) 計画合計

て決算) く決 (決霊 ) 目 穂 日 獲

収

入
直
保

雀唇
外来患者の

卜余増肇
‐８３

一
ＳＳａ

1 8 0 ■人 1596人

十
人窮母君|〉確 保

| 磁害観

1 改 善臨

7対1入院基本料の軍定

(H20～ ) 1  磁 書 観

1 改 警憲

イH2,～ )

1 改 善霞

費
用
削
減

存 費 の 見 直 し

1基本格の抑

改 漁

F手当の抑制 的 4 - )

砥 書 重

! 改 善登

うち退職手 当

1 改 善額

己警頓

1 破 毒 穏

1  改額

″″ク″″タク″クク●コク″クタタ″ウ ク2多 ウララ′
十 1 7 7 0 1 十

ヤタ勿クな ケ翻 クタクタ,″
lr口前 5年 開改書破  合 計 S435 政 警

(と)  ヽ駐 A政 |その値確良サ績については 必要にあして事務取員 佑注率Rな ど内よを配入すること

2費 用削力'その他jねに1=め 産に,し て現にした礎■年(竹常費 換規宝

3会 計純よにより必要に,して単位を百方向力ヽら=円に賛重することヽ 可とするが 「ま音臨合酎jをお出する臨り■lt醸り嵐8r上(よ植ホ上寺力【ないよう口とすること

(4)病 院事業 (つづき)

2「 境鞠 自津J相には rt砲有味が伸可病京と費なる場合における程高8京 利用率を上段( )と 言すること

01頼 H規 模J植には 1地方公皆企と年Ejこ お する怪をatL舶 (ほ字痛廃)の強とを配入すること

上十二地域自治体務最捜能再編茂計画(20052)=「 一般病床 10味削減J案 理出。


